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平成17年1月24日午後3時00分に発表された当該情報は、証券取引法第166条に定められた「重要事実」に当たる情報が含まれる可能性があります。重要事実を含む情
報をご覧になられた方が、その重要事実が証券取引法施行令の規定に従い公開された後12時間以内に、当社およびグループ各社の株式等の売買等を行った場合、い
わゆるインサイダー取引規制法違反として、証券取引法の規定に抵触するおそれがありますのでご注意ください。



1．決算概況
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2005年3月期第3四半期の業績

（単位：百万円）

営業収益

営業利益

経常利益

当期利益

18,582 

7,124 

7,266 

3,829 

+ 87.2％

+ 143.7％

+ 145.3％

+ 171.8％

前年同期比
増減率

2005年3月期
第3四半期
（2004年4月～12月）

9,928 

2,923 

2,961 

1,408 

2004年3月期
第3四半期
（2003年4月～12月）

純営業収益 17,058 + 83.5％9,297 

収益面、利益ともに過去最高を更新
前年同期比で大幅な増収増益を達成
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2005年3月期第3四半期の業績

（単位：百万円）

営業収益

営業利益

経常利益

6,439 

2,504 

2,616 

第3四半期
（2004年10月～12月）

5,949 

2,270 

2,276 

第2四半期
（2004年7月～9月）

純営業収益 5,831 5,472 

今第3四半期（3ヶ月間）は、四半期ベースでも
収益面、利益面ともに最高益を更新

6,193 

2,349 

2,373 

第1四半期
（2004年4月～6月）

5,753 

2005年3月期
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イー・トレード証券第３四半期決算のポイント

（1）委託手数料収入の大幅な拡大
12月末の口座数は512,617口座と、今期に入り160,667口座（月間17,851口座平均）を獲得。12月の1
日当りの株式平均売買代金は125,529百万円と松井証券の約2倍に拡大。そのため委託手数料収
入は前年同期比78％増の12,696百万円に拡大した。

（2）金融収支が２．２倍に拡大
12月末の信用口座数は51,090口座と今期に入り20,673口座を獲得。10月には松井証券の信用口座
数を逆転し、12月末にはその差を3,402口座まで拡大。信用建玉も12月末の信用建玉も210,686百
万円と前年同月末比約2倍に拡大。金融収支は、前年同期比の1,201百万円から2.2倍の2,621百万
円へ拡大した。

（3）引受・募集・売出の手数料が前年同期比２．９倍に
今期において引受金額、引受件数の両方でオンライン証券専業トップ。引受・募集・売出は前年同
期比2.9倍の680百万円に拡大した。

（4）トレーディング収益・その他手数料収入の増加
外国債券をはじめとする外貨建商品への積極的な取り組みにより、トレーディーング収益が拡大。
またベンチャーキャピタルファンドの媒介によるその他手数料収入の拡大により、前年同期比34％
増の1,059百万円に拡大した。

（5）販売費・一般管理費の抑制
営業収益が前年同期比約1.8倍に拡大したが、販売費・一般管理費の伸びを約1.56倍に抑制した。
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7,075

12,696
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4,000
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8,000
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14,000

(1) 委託手数料収入の拡大

（百万円）

2004年3月期第3四半期
（2003年4月～2003年12月）

2005年3月期第3四半期
（2004年4月～2004年12月）

約79％増

イー・トレード証券決算のポイント
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イー･トレード

松井

楽天

カブコム

MonexBeans

主要オンライン証券5社の口座数 オンライン証券主要5社の口座数推移
（口座数）

203,589
221,650

232,808

411,165

512,617

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

550,000

イー・トレード Monex
Beans

松井 楽天 カブコム

（口座数） （2004年12月末現在） （2003年12月から2004年12月まで）

出所：各社ホームページ等公表資料より当社にて集計
※ マネックス証券、日興ビーンズ証券はMonexBeansとして合算。

主要オンライン証券の口座数比較

2003年 2004年

512,617

411,165

232,808

221,650

203,589

2004年4月から12月までの月
間平均口座獲得数は、17,851
口座と高水準。10月には過去
最高の20,277件を獲得。

月

（１）.　委託手数料収入
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出所：各社ホームページ等公表資料より当社にて集計

（百万円）

2002年

松井証券
68,695
楽天証券
66,119

イー・トレード
121,529

カブコム
31,431

2003年

2004年12月における
一日あたり売買代金
（百万円）

2004年

主要オンライン証券の株式委託売買代金推移

主要オンライン証券5社の1日当たり平均売買代金の推移
（2002年12月から2004年12月まで）

Monex Beans
52,030

（１）.　委託手数料収入

※ マネックス証券、日興ビーンズ証券はMonexBeansとして合算。
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主要オンライン証券の個人株式委託売買代金シェア

その他
70.1％

主要オンライン
証券5社

29.9％

2004年10月～12月2003年10月～12月

過去3年間の同期間比較

出所：東証統計資料、JASDAQ統計資料、各社ホームページ等公表資料より当社にて集計
※ 個人株式委託売買代金は3市場（1・2部）とJASDAQを合算
※ マネックス証券、日興ビーンズ証券はMonexBeansとして合算。

2002年10月～12月

その他
51.4％

主要オンライン
証券5社
48.6％

その他
37.6％ 主要オンライン

証券5社

62.4％

2.5カブドットコム

3.2Monex Beans

6.9DLJ(楽天証券）

8.6松井証券

8.6％イー・トレード

6.9Monex Beans

4.4カブドットコム

9.6DLJ(楽天証券）

12.3松井証券

15.4％イー・トレード

9.0Monex Beans

12.3楽天証券

5.7カブドットコム

12.8松井証券

22.6％イー・トレード

（１）.　委託手数料収入
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主要証券会社の株式委託売買代金推移

日興シ　3,226（3.5%）

大和　1,788（2.0%）

0

1,000

2,000

3,000
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5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

4～6月 7～9月10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月

松井　4,469（4.9%）

（10億円）

出所：証券各社・東証の公表数値をもとに作成
2001年 2002年

野村　8,129（8.8%）

大和SMBC 5,014（5.5%）

7,625（8.3%）

日興コ　1,319（1.4%）

2003年

三菱　2,447（2.7%）

新光　1,613（1.8%）

2004年

主要証券会社株式委託売買代金（３市場四半期合計）
（2001年4-6月期から2004年7-9月期まで、四半期ベース、外資系証券は除く）

（単位：10億円、
括弧内委託売買代金シェア）

2005年3月期第2Q
における委託シェア

（１）.　委託手数料収入
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815

1,438

1,289 1,281

5.4

12.1

9.8
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イー・トレード 松井 カブコム Monex Beans
0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

主要オンライン証券との手数料（ベーシス）比較

（円）
平均委託手数料、ベーシス比較

（2005年3月期中間期）

（ベーシス）

（１）.　委託手数料収入

ベーシスベーシス

平均手数料平均手数料

出所：各社決算資料より当社作成

平均手数料：　委託手数料÷約定件数
ベーシス：　委託手数料÷委託売買代金
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(2) 金融収益の推移

（百万円）

1,201

2,621

4,145

1,832

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000
金融収益

金融収支（金融収益－金融費用）

2004年3月期第3四半期
（2003年4月～2003年12月）

2005年3月期第3四半期
（2004年4月～2004年12月）

約2.2倍

イー・トレード証券決算のポイント
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51,090

47,688

21,434 21,342

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

イー・トレード 松井 カブコム MonexBeans 楽天

10,579
12,113
13,487
15,244
17,087
19,079

22,440

25,837

30,417

38,154

20,919
22,250
23,614
24,43125,150

26,478

30,324

34,069

37,763

42,052

51,090

44,010

47,688
44,711

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月

イー・トレード

松井

（信用口座数） 松井証券との信用口座数比較　主要オンライン証券5社の信用口座数

非開示

主要オンライン証券との信用口座数比較

2002年 2003年 2004年

2004年4月から9月までの月間平均信用
口座獲得数は、2,265口座と松井証券の
1,158口座のほぼ倍のペースで推移し、
10月には逆転し、その差を拡大している。

（2002年3月から2004年12月まで）（2004年12月末現在）（信用口座数）

（2）　金融収益の推移

出所：各社ホームページ等公表資料より当社にて集計
※ マネックス証券、日興ビーンズ証券はMonexBeansとして合算。
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信用建玉の推移

78,532

112,925 108,488

164,545
179,747 184,093 174,739

23,751
29,762

35,946

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月

一般（無期限）信用

制度信用（買・売）

（2）　金融収益の推移

（百万円）

2004年2003年

78,532

112,925
108,488

164,545

203,499
213,856 210,686

信用建玉（買・売の合計）の推移（四半期末）
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(3) 引受・募集・売出手数料の推移

（百万円）

680

231

0

100

200

300

400

500

600

700

800

約2.9倍

2004年3月期第3四半期
（2003年4月～2003年12月）

2005年3月期第3四半期
（2004年4月～2004年12月）

イー・トレード証券決算のポイント
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2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年

当社IPO引受実績

引受比率15％以上　25社
幹事指名　27社

20%20%HSベリトランス（大H）10/5

10%10%新光船井財産コンサルタンツ（東M）7/15

11/25

6/18

5/27

5/26

上場日 引受
比率

幹事
比率

主幹事会社名

かわでん（JQ）

ランシステム（JQ）

ディップ（東M)

レカム（大H）

大和
SMBC

UFJ
つばさ

UFJ
つばさ

HS

30%30%

10%10%

12%20%

17%20%

2004年における幹事入り企業

（3）　募集・引受・売出手数料

※　委託販売、不動産投信を除く

新規公開株式引受実績
累計224社

うち

新規公開株式引受実績

3月期 3月期 3月期 3月期 3月期 3月期
（12月末まで）

※　

他のオンライン専業証券に比べ
高シェアの引受が多い
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主要オンライン証券4社の引受実績

1,889
2,180

3,301

6,650

75

68

23

41

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

イー・トレード 松井 MBH 楽天
0

10

20

30

40

50
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70

80

（引受金額、百万円） （引受社数）

引受社数引受社数
引受金額引受金額

出所：発表資料より当社算出

2005年3月期（2004年4月～12月）における
引受実績比較（業者委託除く、上場日基準）

（3）　募集・引受・売出手数料
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SF
12.1%

Ma
10.2%

Ni
8.0%

Mi
6.9%

No
6.4%

Sh
6.3%

Ic
5.5%

Ra
1.4%

その他
25.1%

（参考）立会外分売の実績

東証における分売取扱実績シェア
（2004年4月～2004年12月現在、分売実施社数65社）

イー・トレード

当社立会外分売主斡旋企業

2005年3月期（2004年4月～12月末）

取扱会社数：85社
分売合計金額：　　約429億円
弊社申込金額：　約550億円
うち取扱い金額合計：　　約81億円
当社取扱いシェア：　　約20.8％

（3）　募集・引受・売出手数料

※立会外分売による収入は委託手数料収入に含まれる。

18.0％

東証Mモーニングスター2004/10/27

東証Mメッツ2004/12/2

東証Mフォーバルテレコム2004/3/12

東証Mフォーバルテレコム2004/6/14

東証2ハークスレイ2004/6/21

東証１東京個別指導学院2004/10/26

HCクラビット2003/6/27

2004/8/2

2003/12/5

2003/9/16

2003/9/11

2003/6/23

2003/6/9

実施日 市場会社名

エム･ピー･テクノロジーズ

ネクシィーズ

クラビット

イーシステム

ジグノシステムジャパン

オックス情報

東証M

HC

HC

HC

HC

HC
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(4) トレーディング損益・その他手数料収入

（百万円）

1,059

789

0

200

400

600

800

1,000

1,200

約34％増

2004年3月期第3四半期
（2003年4月～2003年12月）

2005年3月期第3四半期
（2004年4月～2004年12月）

イー・トレード証券決算のポイント
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135
620 799

3 , 383

1,937

354

789 697

893 3,829

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月

外債
円債

債券・その他商品の募集・販売実績

年金不安・低金利を受け、外国債券・個人
向け国債の人気が上昇。債券宝くじサービ
ス（愛称：億万長者物語）のプロモーション
効果により販売額が急伸。

（単位：百万円）
※　外貨建債券は円ベースに換算

債券販売額（公社債・外債）の推移 証券化商品・匿名組合の媒介

ﾍﾞﾝﾁｬｰｷｬﾋﾟﾀﾙﾌｧﾝﾄﾞ
投資事業匿名組合

営業者：ＳＢＩブロードバンドキャピタル

•投資金額の小口化（未公開株組入ﾌｧﾝﾄﾞ最低50万円
から、BBﾌｧﾝﾄﾞ1口100万円）を実現。

•匿名組合を活用し、個人投資家の個人情報保護（匿
名性）を実現。

個人投資家

　SBIﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞﾌｧﾝﾄﾞ
各ｼﾘｰｽﾞ媒介計　

2004年8月～2005年1月21日現在

2003年 2004年

（4）　トレーディング・その他手数料

489

1,409 1,496

4,276

5,766

4,635百万円



21

(5) 販売費・一般管理費の推移

610 912
1,786

2,949

628

1,724
958

1,143

1,255

2,464

560
1,194

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

（百万円）

6,373

取引関係費

人件費

不動産関係費

事務費

減価償却費

その他・
貸倒引当金繰入

9,933

租税公課

2004年3月期第3四半期
（2003年4月～2003年12月）

2005年3月期第3四半期
（2004年4月～2004年12月）

イー・トレード証券決算のポイント
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約定件数と販売費・一般管理費の比較

（指数）

2004年3月期
第3四半期
（2003年4月～12月）

2005年3月期
第3四半期
（2004年4月～12月）

約定件数は前年同期比1.87倍に拡大したが、大幅なシステム投資を行いながらも、販管費
を抑制したことで、利益率が拡大。

約定件数と販売費・一般管理費の指数比較

営業収益

販売費・一般管理費

（5）　販売費・一般管理費



２．今後の事業展開
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３．今後の事業展開

（1）　リテール顧客基盤の更なる拡大に向けた施策
①　証券仲介業制度の活用による新しい投資家層の獲得
②　リアルタイムストリーミングツールの提供によるアクティブ客の囲い込み
③　キャッシュカードの発行及びIYバンクとのATM提携
④　中国株の開始による投資機会の多様化
⑤　為替保証金取引の多通貨対応による利便性の向上
⑥　個人型確定拠出年金を通じた投資家候補の拡大

（2）　コーポレートビジネスの拡大に向けた取り組み
①　主幹事業務への参入に向けて、審査部門を強化
②　地方銀行との連携により、IPO候補先の発掘を拡大
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11.30%

16.30%

22.10%

35.70%

14.50%

60歳以上

50歳代

40歳代

30歳代

20歳代

①証券仲介業制度を活用し新しい顧客層を獲得

（1）　顧客基盤の更なる拡大に向けた施策

会員組織を有する事業法人

金融機関との提携

銀行、生保・損保

その他

ネクシィーズ、ネクサス

その他

仲介業者のネットワーク力を活用し、当
社単独では、獲得できなかった顧客基盤
の拡充を目指す。顧客の年代別属性

（2004年12月末）
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②リアルタイムトレーディングツールの開始

（1）　顧客基盤の更なる拡大に向けた施策

オンライン専業証券初！

板情報を見ながら気配値にマウス操作のみ
で発注できる機能を搭載。

アクティブに取引する投資家向けのトレー
ディングツールを自社開発。自社アクティ
ブ投資家の囲い込みと他社アクティブ投
資家の取り込みを図る。マウス操作のみ

で発注・指値訂正

取消はゴミ箱へ
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③IYバンク銀行との提携

（1）　顧客基盤の更なる拡大に向けた施策

本年7月を目処にセブンイレブンやイトーヨーカ堂に
設置されたアイワイバンク銀行のATMを通じて、
イー・トレード証券の証券総合口座から24時間365日
いつでも現金の入出金が可能に！

E*TRADEE*TRADE

1111　1111　1111　1111
口座番号 Ｚ00－000000
ITO　REDO

CARDCARD

証券総合口座の入金・出金機能
クレジットカード機能付ATMカードも予定

証券総合口座が投資口座から生活口座としての利用に用途拡大

ATM台数
24都道府県
9,771台（2004年1月20日現在）
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米国E*TRADEと提携
米国株式の取次ぎ

NYSE 
NASDAQ

2003年6月より取扱開始

④中国株の取扱い

（1）　顧客基盤の更なる拡大に向けた施策

2003年6月に開始した米国株取引に加え、香港・中国株（2005年3月）の取引を
開始予定。

Kingswayと提携
中国株（香港株）の取次ぎ
Kingswayと提携

中国株（香港株）の取次ぎ

2005年3月（予定）
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⑤個人型確定拠出年金の取扱い

（1）　顧客基盤の更なる拡大に向けた施策

運用商品提供機関

個人型年金加入者

記録関連運営管理機関

運用関連運営管理機関

・加入者登録情報の記録等
・運用指図の通知、給付の裁定

・運用商品の選定・提示
・運用情報の提供

運営管理機関

・加入申込・各種届出の受付

・各種手続きの相談・照会対応

運用管理業務
の一部を再委
託

個人型年金
の実施者

（国民年金基金連合会）

情報提供

事務委託先
金融機関
（信託銀行）

・積立金の管理に関
する事務

・運用商品の保管に
関する事務

運用指図

運用指図

給付金支払指示

給付

運用指図

給付申請

加入申出

申出書等の送付

運営管理機関の口座管理手数料を無料化し新規参入
※50万円以上の年金残高がある場合

※

証券仲介業を通じた
加入者獲得も推進

ターゲット

自営業者：600万人

企業年金のない
企業の従業員：20万人
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⑥為替保証金取引の多通貨対応

（1）　顧客基盤の更なる拡大に向けた施策

証券総合口座

米国株米ドル／円建玉

為替保証金取引口座 外貨取引口座
米ドル／円　

ユーロ／円

英ポンド／円

豪ドル／円

NZドル／円

カナダドル／円

スイスフラン／円

香港ドル／円

中国元／円

韓国ウォン／円

ユーロ／米ドル

英ポンド／米ドル

口座間振替が可能

（従来は為替保証金取引
の建玉を差金決済）

例えば、

の決済に充当可

米国株取引

米ドルMMF

米ドル建て債券

中国（香港）株取引

の建玉相当額を現引きすることで、

為替保証金取引の追加サービス
取引通貨を拡大・・・2通貨ペアから12通貨ペアに拡大

決済手段が多様化・・・差金決済のみから現引きも可能に

リアルタイム気配値・・・FXプラットフォーム
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①主幹事業務への参入

主幹事業務へ進出

・224社の引受実績

・ブックビルディングの積み上げ

・上場後の豊富な手口

・資本市場部の設置

・審査部門の強化

引受業務における実績の積み重ね SBIグループの販売力の活用

+

マーケットメイクへの参入（2004年10月より開始）
+

（2）　引受業務の拡大

※

※　業者委託、不動産投信を含まず
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②市場誘導ビジネスにおける地方銀行との連携

（2）　引受業務の拡大

千葉興業銀行

本店：千葉県千葉市美浜区

店舗数：71店舗
　　　　（千葉県内70店舗、都内1店舗）

行員数：1,376名（2004年3月末現在）

イー・トレード証券の公開・引受業務において、これまで発掘できなかった地域において株式公開を
志向する企業の発掘を拡大。
それぞれの地域に密着した地方銀行との連携を通じて、引受件数の更なる拡大を目指す。

市場誘導ビジネス
銀行が発行市場での資金調達を計画する顧客企業を証券会社
に紹介し、証券会社が引受手数料の一部を銀行へ支払う業務

地銀との提携を拡大させることで、地方のIPO銘柄の発掘を効率化

2004年11月提携



３．合併について
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フィデス証券との合併について

新規上場企業に対して万全の体制でサービスを提供していくためには、機関投資家とのリレー
ションを確保・維持していく機能も独自に持つ必要がある。合併により、早期に株式引受の主幹
事業務開始を目指し、人員の確保等社内体制の整備を整えることが可能となる。

フィデス証券株式会社イー・トレード証券株式会社

64.0％

合併比率　１：0.275
合併期日　2005年4月1日

存続会社
イー・トレード証券

事業概要
旧日商岩井証券。オルタナティブ
投資商品や証券化商品等のスト
ラクチャード・プロダクツを主力商
品として営業展開。
機関投資家を中心として全国に広
範な顧客層。

事業概要
オンライン専業証券として最大の
リテール顧客基盤。引受業務にお
いても、12月末までにオンライン専
業証券で最多となる累計224社の
新規公開株式引受件数を獲得。

引受業務をはじめとする法人ビジネスを更に強化

合併



http://www.etrade.ne.jp


